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1．　概 説

　DOVAPは電波のDopPler効果を利用して，ロケッ

トの瞬時相対速度を測定し，その積分値として飛しょう

径路を測定する装置で，筆者等はK－7型以来8D・6

Hおよび8型5・6・7号機の実験に参加して所期の成

果を得たので，ここにその装置の概要を報告する．

2．　原 理

この装置は第1図に示すとおりいわゆる2way方式

　　　符
夜／

魅＼〉，

　　　　　　　第1図　ドバップの構成

である．地上に送信機を置きロケットにはトランスポン

ダを搭載する．トランスポンダは地上からの電波を増幅

し周波数を逓倍して再び地上に送信する．地上の受信機

はトランスポンダよりの返信波と地上送信機よりの直接

波を同時に受信し，地上波の倍周された信号と返信波の

信号との問の喰周波数すなわちDOPPler周波数を検出記

録するものである．

　ロケットが電波の伝播の一様な媒質内にある場合すな

わち電離層等の中にないものとすると近似的に次式が成

立する．

・ケ・ト吸信周灘f・t－fT（ト÷割

・ケ・トの返信周瀬f・’…西（1÷割

　地上受信機の受信周波数

　　　　fR－・fT（1＿1血　　　c　dt）（1－÷髪）

　　　　　≒2f・｛・一÷岳（r・＋r2）｝

　したがって稔周波数fD＝2f．－fR

　　　　　　　　　　尋島（r・＋r2）

　　　　　　　　　　一÷岳（r・＋r2）

　すなわち捻周波数ノ『。は地上送信機・ロケット・地上

受信機を結ぶ距離の時間的変化に比例しその積分値

　　　　r・＋r2－i∫fD・dt

は刻々の経路長をあらわす．この送信点，受信点に対して

経路長一定の軌跡はそれぞれを焦点とする回転楕円面で

あるから，3点以上の受信点を適当な位置に置けばロケ

ットの位置は回転楕円面の交点として求めることがでぎ

る，この方式では測定値が周波数という単なる数である

から測定精度が

高い上におのお

のの装置，こと　　　　　　　又ビン3c／sec　　　　　・

にトランスポン

ダが比較的簡単

であるという利

点がある反面，

デ・・一・一タの処理に

手間がかかる欠

点がある．

　またこの装置

　　符
fT／

送倍扱

〆＼
へ／

第2図　スピンの影響

ではロケットのスピンによって受信不能に陥らないよう

に，地上送受信機とも円偏波アンテナを使用しているが

そのためスピンに伴ってDoppler周波数に誤差を与え

る．これを避けるために回転方向反対の円偏波アンテナ

の組によって受信する．その関係は次のとおりである．

送信アンテナを左巻きとしたのでこの方向を正にとると

　　　　f．・－f．（　1dr、1－　cdt）－s－

　　　　fT・一・fT（1＿1塗3　cdt）一・S

　　　　瓶一冤（・「÷割＋s

　　　　　≒・fT｛・一÷差「（r・＋r2）｝－s

　　　　fRR－・fT・（1－÷割一5

　　　　　≒2f・｛・一協（・・＋r2）｝一・S

　　　　∴fnL・＝fRL～2f．＝fD＋S

　　　　　　fDR＝・fRR～2fT－f・＋3S

　　　　∴s・・e（f・・－fDL）

逆に左巻アンテナによるDoppler周波数と右巻アンテナ

によるそれとを測定すればスピンの方向と大いさを測定
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空中線．

5．　地上送信機（SS－1473　A）

取晶発橋器
@6CB6 増幅器

Pコ加7（乃｝

才πし焙番
P2ムu7じセ）

沙2て略番
P2ムu了販｝

才ヌてい倍番

P2AU7〔1カ〕

才4τい倍器
@5763

竜力堵幅
@2B29

ロ
T水晶発振子

　マ乞「ノら＝2．496875MC

　地上送信機の主要性能は次のとおりである．

　　送信周波数　　39．95Mc

　　出　　　力　　50W

　　方　　　式　　水晶制御電力増幅方式

　　zk晶片周波数　送信周波数の1116

　　周波数安定度　周囲温度　一20℃～5D℃

　　　　　　　　電源変動　±10％において

　　　　　　　　周波数偏董　±1×10　5以下

・この送信機は第2高調波が地上受信機の返信波チャンネ

．ルに障害を与え

なし・よう2倍ミ皮

を除去するフィ

ルタを入れてこ

れを一74db以

下に抑えてい

る，実際に送受

’信機を約450m

離して設置して

特に障害は認め

られなかった，

ランチャー上に

おけるトランス

ポンダよりの返

・信波，ロケット

飛しょう中の返　　　　　第5図　送信空中線

信波ともに受信機で確認できた．

　送信アンテナはヘリックス直径2480φ，75n，半値幅

．約60°で第5図に示すとおり組立式の木柱で支持した．

この空中線をK－7型1号および8Dでは垂直に設置し

たが6H型以降は約45°傾けて設置しロケットの着水
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第4図

電　源5Y3GT

地上送信機系統図

第6図　地上受信機外観

までを完全にカバーできるようにした．

4．地上受信機（ZS－1431　A）

　地上受信機は直接波（39．95Mc）　の受信部と返信波

（79，9Mc）の受信部と，この2信号を混合検波して

Doppler信号を増幅する部分よりなっている．この受信

機の特徴は局部発振器の周波数変動がDoppler周波数の

誤差にならないよ5に，局部発振器を共用する2重スー

パーヘテロダイン方式をとっている点である，各部の周

波数は第7図系統図に示した．

　40　Mc側は高周波増幅6AK　5，2段第1中間周波増

幅6CB　6，1段第2中間周波増幅は逓倍殻を含み6CB

6，3段振幅制限器1段である．

　80Mc側は高周波増幅6AK　5，2段第1中間周波増

幅6CB　6，1段第2中間周波増幅6CB　6，2段振幅制

限器2段とした，K－8　Dの実験の結果トランスポンダ入

力側の感度が足りないことが判ったので入力側増幅段を

増加してその代わり出力を2Wから0．2Wに変更して

その分を地上受信機で補うことにして受信機の帯域幅を

メカニカルフィルタを使用して3kcに改め，高周波部

に6R－HH　2によるカスコード増幅器を増設した．この

結果N．F．は約3dbに改善され，6H－1号機では約

86km約240秒にわたる全飛しょう時間についての受

信に成功した．

　ロケットの相対速度を6MachとするとDoppler周

波数は約Llkcである．送受信機の周波数安定度はそ

れぞれ1×10－5以下であるからこれによる最大周波数変

●
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地上液受信空中線
　　39，q5Mc

3g．95Mc　　　　　　　　　8，172Mc　　　　　　　　　22ア5Kc　　　　　　　　　　　　　　　　455Kc

嵐周浪増幅　高周波増幅　　矛董混合　6AK5　　　　　　6AK5　　　　　　6△K5
羽中聞　　．
@6CB6 才2混合　才2中闇」

P2ATγ（励　　6CB6
矛2中閣周　　　てい倍罫　　振幅制開

UCB6　　　　6CB6　　　　6CB6

31．776Kc η445Mc 455Kc

てい倍墨12AT7（鞭） 晶発撫子12AT7防｝

才3混合　　砥周波増幅　　　　　　テープレコーゲ12AX7　　1ZAX7伽｝

雫19445Mc

31．77BMc

　　　　垢

I莇　　　　ペンレコーダ

@　　　　　　　　　　　　　リレー
返倍波受信空中線
V9，9MC土あ

てい倍昼
P2AT7〔1甜 巧．869Mc「2A

てレ 閾激敬鱒1　0凋波増幅6AL5　　甘2AX7

63．556Mc 15．889Mc 455Kc場

周浪増蝿　高局慧増’高周激増　　ラP1混合6RHH2　　　　bAK5　　　　6AK5　　　　　6AK

馴翻液1猫鴨 才2中閤　6CB6 》魏習演撮織眼撮綴躍

79．9Mc上あ 　f6．y4　Mc±fD　　　　　455Kc±fp

第7図　地上受信機系統図

動は4DOc／sおよびsoo　c／s以下である．従って受信機の

所要帯域幅はいちおう3kcあれば十分である．

　また混合検波は最初6AS　6を使用して返信波地上波

をそれぞれ第1，第3格子に加えたが第3格子の制御作

用によって出力の波形が歪むので双3極管12AX　7　に

改めて波形を改善した．またDoppler周波数はさきにも

述ぺたとおり現在の段階では約1kcから低い方は0サ

イクルにわたる．したがって検波以後の周波数特性は重

要である，この装置では検波の後12AX7にょる1段増

幅の後テープレコーダに録音しているが，ランチング直

後および頂点付近のDoppler周波数0付近も確実に記録

することができた．なお受信する位置によってDoppler

周波数は正または負の値となる．これを区別するため返

信波側に周波数弁別器をおいて弁別器出力の極性を記録

するようにしたが実際にはロケットの航跡から大体の見

当がつけられるのであまり問題にはならなかった．

　地上波受信アンテナは2t2のダイポールを使用し返信

波用アンテナはヘリックス直径1198φ75a半値幅約60°

のヘリカルアンテナである．K－8型5号機までは観測

室に2組の受信機を設置して右巻，左巻アンテナによる

ロケットのスピンの測定を行なった．8型7号機では1

組の受信装置を下浜観測所に設け2点による観測に成功

した．

5，記録　装　t

　Doppler周波数の記録には，出力波形をそのままテー

プレコーダに録音する方法と，Doppler信号をサイラト

ロンを利用して一定幅の矩形波に直し周波数変化を直流

に変換してペンレコーダに記録する方法を併用した．

　DOVAPはロケットの速度を周波数という単なる数で

求める点に大なる価値があるからDoppler信号の記録に

は高い精度が要求される，テープ速度の変動による測定

第8図　返信波受信用アンテナ

誤差を避けるために，水晶発振器によるたとえば8ke

のキャリヤを作りこ．れをDoppler信号で変調して録音し

さらにこの基準周波数でテープを駆動するようにすれば

精度の高い録音ができる，またロケットのスピンを問題

にする場合には左巻，右巻アンテナよりの信号を同一テ

ープに録音しなければならない．またテープ記録の場

合極めて低い周波数領域の特性，時間軸の精度のほか・

に再生の方法を考えなければならない．実験の記録ば

Variable　Reractance型の録音器によったが，これは

2．25吋1秒で録音して約1ctsから1800　ctsくらいまで

録音でき速度変化も1二1G3にわたって可能であるから．

再生信号はペン書きオシロで記録できる．なお時間信号

をDOTpler信号に重畳した．

　将来ロケットをコントロールすることになればDopp－

ler信号を直接計算機に入れる必要が生ずる．このため

にDoppler信号をパルスに直し周波数変化をアナログ認

録とする方法は重要である．今までの実験ではこの周波

数変化をペン書きオシロに記録したので精度，確度とも

に直接録音方式に比して劣るが，Doppier周波数が直視i

できるのでモニターとして便利であった．
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6．　トランスポンダ

　ロケットに搭載するトランスポンダは別項において報

告するので省略するが系統図に示すとおり40Mc側増

幅部，逓倍器，80Mc側送信部よりなる．使用真空管は

5702WA，逓倍器はゲルマニウムダイオード1N31で

電源はHR型銀電池，高圧電源はDC－DCコンバータ

を使用した，　K－8型に使用したトランスポンダは入力
　　　　　　　　　　　　1
約30μVで出力約0．1Wである．

　2way方式ではトランスポンダの内部で地上波の周波

数を倍周するが非線形特性を利用するダブラーではその

ために必要な最低入力以下では出力を得られない．地上

送信機の出力，地上受信機の感度，標定距離の種々の条

件におけるトランスポンダの感度，出力は結局ダブラー

の特性を中心とする入出力側増幅部の利得でありその限

界はおのおのの発振を起こす限度，入出側回り込みを防

ぐ選択度特性によって決められる．ロケットに周波数安

定度の高い発振器を搭載してその周波数変化を測定する

one　way方式が速度の速い超遠距離の標定用として注

目されるのもこの点に一つの理由があると考えられる．

40　Mc
受倍アンテナ

80Mc
送信アンテナ

40Mc
増幅部

てい倍器 　80Mc
増幅部出力部

電源部

第9図　トランスポンダ系統図

　7．　あ　と　が　き

　まだ問題は残っているが以上簡単にDOVAPの概要

を述べた．装置の設計製造および実験についてご懇切な

ご指導をいただいた高木教授・斎藤教授・野村助教授・

高中・長谷部両氏その他関係各位に深謝する．

　　　　　　　　　　　　　（1961年8月14日受理）
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第11巻第2号「球形殼と円筒殻の逆対称曲げ

状態の理論と応用」（英文）

坪井善勝・秋野金次

　本論文の前半では球形殻と円筒殻の曲げ理論が述べられているが，主として球形殻の非対称曲げ理論に重点をお

いている．力の釣合方程式と変形の適合条件式から若干の近似化を行なった独自の方法により，非対称曲げ問題に

関する球形殻の一般化された微分方程式を導き，これを初めて解析的に解いて，解がGegenbauer　Function

Legendre　Functionの和で表わされることを示した．　Gegenbauer　Functionについては数値解析の方法を述べ，

また球形殻が偏平の場合には，上記の解がBessel－Functionで与えられることを付記し，一般化された方程式の解

のうち，膜応力や剛体変位を表わす解と従来の膜応力状態の解との対応を明らかにした．円筒殻の曲げ理論につい

て蝕れるとともに，応用編で使用する必要な膜応力状態の解も冒頭に述べてある．

　論文の後半では，天然ウランガス冷却型動力用原子炉の圧力容器および支持円筒殻の，複合された殻構造物にっ

いて，地震応力，変形を対象とした逆対称曲げ問題を例題に採り上げ，複雑に組み合わされた殻構造物の解析の方

法を示すとともに，その数値計算の結果を述べている．　　　　　　　　　　　　　　　　（1961年9月刊行）
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